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要 旨

本稿では，ミクロ統計に関する科学研究費の特定領域による研究成果が発表され始める 1998

年以前の期間について，官庁の個票を利用した経済分析についてサーヴェイを行った．著者が
見つけることができた公刊された論文 69編（書籍を含む）からは，『全国消費実態調査』，『家計
調査』，『貯蓄動向調査』，『賃金構造基本調査』，『就業構造基本調査』や『国民生活基礎調査』
などの統計をもとにして，労働経済学や家計の消費・貯蓄行動，資産選択行動といった分野の
研究がなされていることが明らかとなった．また，用いられた分析方法を，個票の必要度の低
いと思われる順に，再集計，線形モデル，非線形モデル及び分布の計測の 4つの手法に分類し
た結果，多くの研究で個票を直接利用する必要性が認められたが，オーダーメイド集計に相当
する再集計を行った研究も比較的多いことが同時に明らかとなった．個票にアクセスできる研
究者の観点から行った著者の所属機関についての分析によれば，利用者が特定の大学に集中し
ていることは明らかとなったが，他の機関の研究者も個票を利用しており，ごく少数の研究者
や研究機関によって個票利用が独占されているとは一概には言えない結果であった．

キーワード： ミクロ統計，個票，官庁統計，計量経済学，実証分析．

1. はじめに

わが国においても官庁統計の個票の利用注1に関して少しずつではあるが，その開示方法や実
際の利用方法に関する研究が進みつつある．特に，平成 8年から 11年にかけて文部省科学研
究費補助金の特定領域研究として，「統計情報活用のフロンティアの拡大 ミクロデータに
よる社会構造解析 」（領域代表 松田芳郎）が設けられ，実際の個票の利用を含めた多くの研
究が行われたことを契機に多くの研究者の関心が官庁統計の個票利用に向くようになった注2．
また，北村・安田（2002）で構想されていた，個票利用のためのセンターについても，現在その
実現に向けての努力が行われている．本稿では，このような個票利用への動き以前のわが国に
おける官庁統計の個票利用の実態について，どのような個票がどのような研究者に貸出されて
きたのかをサーヴェイすることを通じて，個票に対する利用ニーズを調査してみたい。これに
よって明らかにされる個票利用の特徴や問題点は，今後の個票利用センターのシステム作りに
も意味を持つものと期待される．
アメリカやオーストラリアなどでは，国が調査したデータを研究者が学術的研究に用いる場

合に個票を提供するという事が一般に行われており，研究者ならばコストを払えばいくつかの
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官庁統計の個票にアクセスする事が可能である注3． また，最近では個票そのものの提供は行
わないが，インターネット上でプログラムを受付て，個票に関する統計的な分析を行ってくれ
る機関も登場している注4． このように，世界的な視点で見ると研究者が個票にアクセスする
事が，益々容易になっている．同時に，このような個票を分析する計量経済学的な手法の発展
も目覚しく，microeconometrics や applied econometrics，applied economic statistics といった
分野のテキスト・ブックも発行されるようになってきた注5． このような国際的な傾向の中に
あって，従来わが国では，一般の研究者による官庁統計の個票利用は，その手続きの複雑さや
申請方法に関する情報の不足もあり，必ずしも広範な広がりを持ったものとはいえない．しか
しながら，近年では多くの官庁統計の個票を利用した研究が行われ，その多くが学術雑誌や書
籍といった形で公刊されている．もちろん，すべての研究者が容易に官庁統計の個票にアクセ
スできるわけではなく，特定の研究者とその共著者が複数のアウト・プットを公刊しているの
が現状のようである注6．
本稿では，上記の特定領域研究による成果が発表されるようになる 1998年をひとつの目安と

して，どのような官庁統計の個票がどのような研究に対して使用が許可されているのかについ
て，それまでの約 30年間についてサーヴェイを行う．サーヴェイに当たっては，政府の内部で
行われた研究成果が掲載される直接政府機関が発行している研究雑誌注7や，その数も多く一般
に手に入れる事が困難である政府関係機関等による報告書については，サーヴェイの対象から
外している．また各大学が発行している紀要についても，非常に多くの大学が発行しておりか
つ一般に市販されているものがほとんどないため，そのすべてを網羅する事が困難であると判
断し，サーヴェイの対象より除外した．更に，個票を用いた論文の中には個票を用いた事を明
記してないものが多く，実際に個票を用いたのかどうかについて判断不可能なものがある，ま
た，政府関係機関等の報告書の結果からの引用という形を取っているものもある．このように
判断が難しいものについては，明らかに個票を用いたもの以外は対象から除いた．その結果，
1970年注8から 1998年の間に発行された 69編の論文（書籍を含む）を今回の検討対象とした注9．
以下では，まず 2節で個票の必要性について検討するため，個々の文献における利用されて

いる統計と個票の利用方法について分類を行う．3節では，利用者という点から個票利用の問
題点を検討し，特に個票にアクセスできた研究者の所属機関に注目してその分布を見る．最後
に 4節では残された課題について列挙し，今後の分析の方向について検討している．

2. 分析手法から見た個票の必要性

個票を利用した分析に対して，最も素朴な疑問は，個票を利用する必要があるかどうかとい
う疑問であろう．この疑問に対する，個票利用する研究者の「必要である」という解答には，正
確には二種類のものがあると考えられる．それは，統計の公表の仕方が充分ではないために，
必要な集計された統計量等を得るために個票が必要であるというタイプのものと，分析に用い
る統計手法そのものが個票利用なしには出来ないというタイプの二通りの解答である．後者の
必要性を満たすためには個票そのものが利用できなければならず，統計法，プライヴァシーの
保護，更にそれと関連した情報の秘匿方法の問題もあり簡単には解決出来ない．しかし，必要
性の根拠が前者であれば公表する統計表を増やしたり，オーダー・メイドの集計を行うことに
よってある程度は解決可能であると考えられる．
以下では，これらの二種類の必要性と個々の分析手法との関係について検討する．本稿では，

まず統計手法を，個票の必要度の低いと思われる順に，再集計，線形モデル，非線形モデル，
分布の計測及びセミ・パラメトリック或いはノン・パラメトリックなモデルの 5つの手法に分
け，それぞれの手法ごとに個票の必要性について検討する．
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再集計：多くの官庁統計の報告書においては，高次の分割表やそれに対応した記述統計量が
報告されていないのが一般的である注10． このような調査において，公表されていない記述統
計量を，標本全体や特定のサブ・グループごとに求めるためならば，実際には個票そのものは
必要ではなく，個々の記述統計さえ公表されていれば研究者にとっては充分である．もちろん，
現実には報告書のコスト等の問題が考えられるため，たとえば個々の統計を管理する官庁やあ
るいは特定の委託機関注11が研究者等の求めに応じてカスタム・メイドの記述統計の計算を代行
することによって，個票そのものを研究者が利用する必要はないかもしれない．もちろん，高
次の分割表を複数利用して個人情報を引き出すことが可能となる場合があるので，カスタム・
メイドの統計量の計算という情報の提供の仕方そのものにも注意が必要であることを忘れては
いけない．

線形モデル：線形モデルの推計に必要なものは，基本的には二次までの変数間のモーメント
（分散共分散行列と平均）である注12． これはあらかじめ調査した変数全てについて，平均値と
分散共分散行列を公表すれば個票を直接利用する必要はない．しかしながら，一般には線形対
数モデルやロジット変換によるロジット・モデルの推計など，単純にレベルのみの平均値と共
分散行列では間に合わないものもあり，予想される変数変換を施した変数についても平均値と
共分散行列を公表する必要があるだろう．多項式回帰モデルもこのモデルに含めると，高次の
モーメントについても公表する必要が出てくる．このように事前に統計表を作成することは困
難かもしれないが，必要となる統計が比較的少ない場合には，再集計の場合と同様に，カスタ
ム・メイドの統計表による利用ということも考えられる．

非線形モデル：一般に非線形モデルを最小二乗法で推計するには個票が必要である．計量経
済学の分野では，質的変量モデルと呼ばれるタイプのモデル，ロジット・モデル，プロビット・
モデル等の二値回帰や，トービット・モデル等の切断バイアスが生じる可能性のある回帰モデ
ル，を最尤法を用いて推計するためには個票を用いなければならない．ただし，あまり一般的
とはいえないが，説明変数が極端に少ない場合には，高次のモーメントのみから近似的に推計
することは可能かもしれない注13．

分布の計測：所得分布や資産分布の計測や分布形に関する研究，ローレンツ曲線の推計など
がこれにあたる．このような分布の計測に関しては，ほとんどの官庁統計では報告されておら
ず注14，その意味では個票を利用しなければ計測が出来ないのが現状である．更に，サブ・グ
ループの所得分布や，不平等尺度のグループや所得源泉への分解等を行うには，現状では個票
の利用が不可欠である．しかしながら，再集計の場合と同様に，標本全体やサブ・グループに
ついてローレンツ曲線注15や分解された不平等尺度を，あらかじめ公表したりカスタム・メイ
ドの推計を行えば，個票そのものを直接利用しなくてもある程度対応できる可能性はあるが，
具体的な提供方法を工夫する必要がある注16．

セミ・パラメトリック或いはノン・パラメトリックなモデル：最小二乗法を除くセミ・パラ
メトリックな手法を用いて非線形モデルを推計する場合注17や，関数関係をノン・パラメトリッ
クに求める場合注18が，このケースに該当する．これらのモデルの推計は，個票を直接用いな
ければ推計や検定を行うことは困難であると考えられる．

本稿で分析の対象とした 69編の論文の内，セミ・パラメトリック或いはノン・パラメトリッ
クなモデルを推計した文献はひとつもなかった注19． 利用されている統計と分析手法の関係に
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表 1. 利用統計と統計手法．

ついて個々の論文を分類したものが表 1である．また表 2は，分析手法ごとの論文数を表にし
たものである．カッコ内の数字は二重にカウントされた論文数を示している．ここでは，各論
文が行っている分析の内，例えばトービット・モデルを推計する前段階として分析に関連する
変数について再集計を行っている場合には二重にはカウントせず，この論文を非線形モデルの
ところに分類している．表 1と表 2の分類結果からは，個票の必要度の高い非線形や分布の計
測といった分析方法を用いた論文が多く書かれている注20． このことは，分析手法という意味
では研究者は個票利用が必要な分析を行い，論文として発表していることを示すものである．



わが国における官庁統計の個票利用と経済分析 377

表 1. （つづき）

ただし，再集計だけを用いた論文もある程度の本数が存在し，個票利用に大きな制約があるた
め再集計することそのものが研究として重要性が高いことも同時に示す結果である．このこと
は，次節で検討する個票の利用者とも関連するが，個票にアクセスできることイコール論文が
書ける，という状況も可能性として考えられる．研究者間での議論や分析方法の水準を高める
といった視点や大学の研究者による政策提言といった視点からは，統計の利用方法について改
善の余地が残っている事を示唆するものである．
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表 2. 分析方法の分布．

3. 利用者から見た分析の問題点

公表されていない個票を使った実証分析で問題となるのは，分析結果に対する追試が不可能
なことである．たとえばマクロ経済学のように国民経済計算やマネタリー・サーヴェイのよう
な公表された統計を用いた分析であるならば，他の研究者が同じデータを用いて同一の推計を
得る事が原理的に可能である．しかしながら，本稿で検討している官庁統計の個票の場合，ほ
とんどの場合公表される事はなく，個票にアクセスできた研究者のみが分析を行えるというの
が現状である注21． これは，一般の研究者による，推計方法の誤りや分析結果そのものの信頼
性について，同一あるいは類似のデータを用いた追試を不可能とするものである．そのため，
このような個票を利用して書かれた論文に関しては，研究者の中にも肯定的な評価と否定的な
評価が存在し，学術雑誌によっては，追試可能でないデータを用いた分析に対して掲載を認め
ないものが存在する注22．
もちろん，この問題にはトレード・オフの関係にあるもう一つの問題が存在している．それ

は，官庁統計の個票がどのような研究者にも自由に利用できるのであれば，調査対象となって
いる個人や家計のプライヴァシーの侵害といった問題が生じることである．もちろん，統計法
上は個票が公表されることは違法であり，調査時点においても調査以外の目的で調査票が利用
される事がないことを明記して調査が行われている注23． この問題をクリアするためには，一
方で統計法の改正が必要かも知れないが，もっと重要な事は個票データの公表の仕方について
情報の秘匿方法の開発などの技術的課題を解決しなければならないことである注24．
本稿で検討の対象としている 69編の論文を手掛かりとして，この問題について検討するた

め，表 3に論文の著者の所属機関を整理した．この表によれば，官庁統計の個票を利用してい
る研究者は，大阪大学，一橋大学，京都大学，慶応義塾大学及び東京大学に集中している．これ
は論文数で筆頭著者や共著者の分布を見れば明らかであり，複数本の論文を書いている特定の
研究者の影響を除いた筆頭著者や共著者の分布を見ても，少なくとも東京大学を除く 4大学の
研究者の占める割合はかなり高い．これをもって特定の研究機関に属する研究者が個票利用に
有利であると考える事は可能かも知れない注25． しかしながら，個々の研究者の分析方法に関
する能力やデータ処理施設の問題から，これらの大学に利用者が集中している事も考えられる
ため，先に述べた考えが正しいかどうかは研究者個人の能力についても検討する必要がある．
もちろん，論文数と著者数の関係から，利用者が集中している大学の研究者は，他の機関の研
究者に比べ個票を利用した論文の生産性が高いことは明らかである．これをもって研究者の能
力を反映したものであると考えることは，これらの大学の研究者が個票に容易にアクセスでき
るために生産性が高いだけなのかも知れず，意味のない評価方法であろう．
個票利用者が特定の大学に集中していることは明らかとなったが，他の機関においても個票

を利用している研究者が存在しており，ごく少数の研究者や研究機関によって個票利用が独占
されているという事は一概には言えない．だからと言って，誰でもが個票を利用できる現状に
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表 3. 著者所属機関の分布．

ないのも事実である．もちろん，科学研究費補助金によるリサンプリング・データの利用など，
少しずつ研究者による個票の利用が進みつつある．将来的には欧米のように研究用に秘匿処理
されたデータが提供されるようになる可能性も考えられる．現状では，問題はあるが将来的に
は解決される可能性もあり，追試が出来ないといった理由によって個票を利用した研究成果を
否定することは，わが国の経済学ないし計量経済学の発展に対して阻害要因となるかもしれな
い注26．

4. 残された課題

本稿では，公刊された論文 69編（書籍を含む）をもとに，官庁の個票を用いた論文ではどの
ような統計が利用され，どのような分析方法が使われているのかをサーヴェイした．更には，
個票にアクセスして論文を書いている著者について，どのような研究機関に属しているかにつ
いても調査している．これらのサーヴェイの結果を踏まえて，科学研究費補助金の特定領域が
設定される以前の官庁統計の個票利用について評価する場合，個票にアクセスできる研究者の
立場からすれば，すでに多くの研究の蓄積があると判断する事が出来るかもしれない．また，
アクセスできない研究者からすれば，個票にアクセスできる少数の研究者にのみ個票が独占さ
れ，非常な不公平があるという批判も可能である．
個票を利用した分析の分野については，統計の性質上，労働経済学の論文が多く，賃金の決

定や労働供給を中心として所得分配や税・社会保障による再分配等について研究が行われてい
る．次に多い分野は，家計の消費・貯蓄行動についての分析である．この関連分野として，分
野的には金融論と考えられるが，家計の資産選択行動についての分析も行われている．このよ
うに，応用分野もある程度の広がりを持っていると言えよう．
最後に本稿で検討されなかった問題を残された課題として整理しておく．最も重要な点は，

わが国において官庁統計の個票利用が行われたことによって，経済学や計量経済学の分野にお
いてどのような学問的な発展があったのかという点である．もちろん実証分析を行うために個
票が利用されたわけであるから，日本経済の全般あるいは部分的な市場についての特徴が分析
の上から明らかにされて来たと予想される．しかし，そのような分析のために個票がどうして
も必要であったのかという点については検討する必要があろう．残念ながら，このような分析
の学問的貢献については個々の分野の専門的判断が必要であり，著者にはその能力がないので，



380 統計数理　第 51 巻　第 2 号　 2003

この点については個々の分野の研究者にその検討を委ねたい．
第二の残された課題は，統計調査の方法と個票を利用した分析との関係である．本稿で検討

した 69の論文で利用された個票は，全てが標本調査の個票でありセンサス（全数調査）の個票
は含まれていない注27． そのため，ほとんどの調査で採用されている二段階抽出法や抽出率の
違いによる標本に対するウェイトの問題への対応については検討する必要がある注28．本稿の
検討対象となった 69編の論文では，これらの問題に対する記述を見つける事が出来なかった
が，これは個票が無作為抽出であると見なして分析している事を示しているのかもしれない．
この点に関しては，単純に個票をもう一度，ウェイトを付けてサンプリングする等の方法が考
えられるが，サンプリング方法の分析手法への影響については，個々の分析方法ごとに検討す
る必要があり，この点については今後の課題としたい．
第三の課題は，標本抽出の誤差を含め，データが含んでいるであろう誤差の問題である．観

測誤差が生じているのならば，観測誤差の影響をあらかじめ想定するとか，影響を除外するよ
うな統計的手法を用いるべきであろう．本稿で分析した 69編の論文には，推計結果の頑健性
をチェックするために複数のモデルで分析を行ったものはあるが，観測誤差の存在を明示的に
取扱った分析は見当たらなかった．非線形のモデルにおける観測誤差の問題は，Carroll et al.

（1995）など，多くの提案がなされているが，実際の分析においてこの問題を解決する方法につ
いては今後の検討課題である．
第四点目は，現在行われている官庁統計の個票利用によって，更にどのような分野でどのよ

うな経済学的分析が可能であるかということである．言い換えれば，どのような官庁統計の個
票が経済分析という点から見て利用価値があるのか，研究者が利用出来た場合に，どのような
学問的な進展が望めるのかといった点である．例えば，先に述べたように本稿のサーヴェイの
対象とした期間以降に，いくつかの医療経済に関する論文が発表されている．具体的な分野や
可能性については，それぞれの分野の研究者に検討を委ねるべきであろう．
第五点目は，経済学的な分析を行うために，今後どのような統計調査が行われるべきかと

いった問題である．海外の事情と比較してみれば，もっとも問題なのは，我が国において家計
や個人に関するパネル・データが存在しないことであろう注29．その他にも，調査されるべき
問題があるのかもしれないが，この点についても，各分野の研究者に今後の検討を委ねたい．
以上五点を残された課題として上げたが，この他にも検討すべき課題はあるかもしれない．

最後に，本稿で対象とした 1970年から 1998年の期間に発表された論文で，著者が見つけるこ
とができなかった，官庁統計の個票を用いた分析が他にも存在するかも知れない．また論文は
見つけているが個票利用の記述を見逃している研究もあると思われる．このような論文は，あ
る程度の数が予想されるが，本稿のサーヴェイによって見つけられた傾向を著しく変更するも
のではないと考えている．

注.

1 厳密には個票そのものの貸し出しを受けるわけでなく，個票から作られた個体ベースの
データが提供され，それを研究者が使うことになる．本稿では表現の簡単化のため，慣
例として用いられている個票利用を用いる．

2 その報告書として松田 編（1999）が刊行されている．さらに個々の研究の成果をまとめ
たものとして松田 他（2000a），松田 他（2000b），松田 他（2000c）や美添・大瀧 編（2002）
といったミクロ統計に関する研究書が刊行されるようになって来た．また官庁統計の統
計行政や個票の管理等については工藤 他（1993）や松田（1999）及びその参考文献を参照
されたい．
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3 例えばアメリカでは，国勢調査の一部を抽出したデータや家計調査の個票が提供されて
いる．センサス・データに関する個票利用については，三浦（2002）に解説がある．

4 例えば Luxemburg Income Studies ．
5 英文では，Florens et al.（1990）, Pesaran and Schmidt（1997）や Ullah and Giles（1998）
などがあり，邦文でも牧（2001）などのテキストがある．

6 多くの研究は，関連する官庁で個々の研究者が行った研究を利用したものや引用したも
のが主であると考えられる．

7 例えば経済企画庁の『経済分析』には，『健康保険者実態調査』の個票を利用した倉林・
市川（1975）や『家計調査』を利用した林（1986）などがある．『経済分析』における個票
を利用した研究に関しては，福重（1999）でサーヴェイを行っている．

8 サーヴェイの範囲を 1970年以降とした一つの理由は，1969年以前にも個票の再集計や分
布の推計といった分析が存在する可能性があるが，著者には見つけることができなかっ
たためである．さらに福重（1999）によれば，経済企画庁の『経済分析』において個票の
分析が掲載され始めるのが 1970年代であることから，わが国において個票利用による
計量経済学的な分析が始まったのが 1970年以降であろうと判断し，1970年を区切りと
してサーヴェイの範囲の初年としている．

9 統計学会における報告時に，松田芳郎先生より『官報』に記載された目的外利用の承認
の記録を調べる方法を指摘していただいた．さらに本誌レフェリーよりも，目的外申請
の許可数について，『統計基準年報』の目的外使用許可のデータをもとに利用目的別に
整理し，論文との対応関係を把握する必要性について指摘を受けた．しかしながら，本
稿はどのような経済分析が行われ論文が書かれてきたのかに注目してサーヴェイを行う
ことを目的としており，目的外申請の承認を受けた後に研究論文として発表されていな
い研究，目的外申請の承認と対応関係が明らかでない論文，一つの申請で複数の論文が
書かれているケースなど，個々の統計調査の利用許可と研究論文の対応関係を特定する
ことが非常に困難であるため，発表された論文のみから個票の利用についてサーヴェイ
を行った．また，レフェリーより指摘を受けたサーヴェイの範囲については，1970年よ
り 1998年の間に発行された学術雑誌及び著書について著者が調べうる限りの文献をす
べて調査したものであり，具体的な雑誌名，著書名を全て列挙することは困難である．

10 2次元の分割表が報告されていない調査も多く，3次元の分割表となると，ほとんどな
いのが現状である．

11 総務庁や一橋大学において構想されている個票利用のためのセンターなどが考えられる．
12 ここでは線形回帰モデルを想定しているが，主成分分析や因子分析，共分散構造分析と
いった変数間の 2 次のモーメントの情報から推計が行える分析手法についても同様で
ある．

13 正規分布の多項式近似を更にテイラー展開して高次のモーメントによる近似を行うとい
う複雑かつラフな推計方法を考えることはできるが，推計の誤差等を考えると有効な方
法であるかどうかは疑わしい．

14 いくつかの統計調査ではジニ係数といった集中度を示す統計量が計算され報告されてい
たり，ローレンツ曲線が印刷された図として提供されているが，分布そのものについて
利用可能な形で報告しているものは皆無である．

15 ローレンツ曲線の場合，どのような形で利用可能なものを提供するかが問題ではあるが，
例えば何分の一かの抽出された標本についてローレンツ曲線を公表することは可能で，
所得のような連続変数の内の一つの変数の分布のみを公表しても，個人情報の秘匿とい
う問題はほとんどないと考えられる．
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16 ローレンツ曲線を特定の関数形で近似するのではない方法を使って提供するためには，
どの程度の精度で提供するか，たとえば百分位（パーセンタイル）ごとの 100個の累積密
度や，百分の 1パーセンタイルごとの 10000個の累積密度などが考えられる．この方法
も，2変数あるいは多変数の分布の場合には，提供するデータが膨大なものとなり現実
的ではない．

17 例えば，二値回帰モデルをスコアを使って求めたり，トービット・モデルを絶対偏差を
最小とするＬＡＤ法やモード回帰によって求める場合などが考えられる．また，標準誤
差や係数をブート・ストラップ法によって推計したり修正したりする場合も，このモデ
ルに含める事が出来る．

18 ノン・パラメトリックなフロンティア関数の推計などいわゆるローカル・フィッティン
グと呼ばれるモデルをカーネル法やニアレスト・ネイバーフッド法によって求める場合
がこれにあたる．

19 海外では比較的多くの論文が，これらの手法を用いて書かれているにもかかわらず，わ
が国の個票を用いた例は皆無であるということは，計量経済学者と各分野の実証分析を
行っている研究者の協力体制に問題があるのかもしれない．

20 レフェリーより利用の方法等の分布についてコメントするためには，何らかの母集団と
の比較が必要ではないかとの指摘を受けた．この点は，非常に重要な指摘であるが，本
稿では，以下の 2点から，見つけられた 69編の論文の中での相対頻度をもとにコメント
をせざるを得ないと判断した．第 1の理由は，実証分析を行っている論文すべてを分類
することが，その作業量の多さから困難であると考えられることである．第 2の理由は，
レフェリー付雑誌に論文として掲載されるにあたっての判断基準が，公表された統計と
公表されていない個票を用いた論文では異なり，分析方法の分布について発表された論
文にはパブリケーション・バイアスが生じていると判断したためである．この点につい
ては，例えば，公表されていない個票の再集計であるから論文としてのノヴェルティが
あると判断されて掲載されていると考えられる論文や理論分析による貢献が主でデータ
について簡単な例示にとどまっていると考えられる論文の存在など，実証分析の部分の
ノヴェルティやウェイトについて個々の論文について判断せざるを得ず，この作業をす
べての論文について行うのは困難である．同様の理由から，本稿で検討対象となった論
文数である 69編が，全論文数に対して多いかどうかという判断も困難であり，論文数
の多寡についてのコメントも，論文の絶対数についてのコメントとなっている．

21 純粋に先行研究の追試をするために，先行研究と同一の統計について全く同じ分析を行
うといった形での利用に関して目的外申請を行って承認が得られるかどうかという問題
もある．

22 たとえば，Journal of Applied Econometrics などの雑誌では，論文掲載に際して利用し
たデータの提供を求めている．このような場合には，公表されていない個票を用いた分
析が掲載される事はない．

23 研究者が利用しているのは，全てがいわゆる目的外使用である．
24 データの公開や秘匿方法については，Willenborg and de Waal（1996, 2000）やDoyle et al.

（2001）などの海外における研究や松田 編（1999），松田 他（2000a）などの文献がある．
25 この点に関しては，総務庁や総務省の内規により，研究者による統計の目的外使用を，
かつては国公立大学の研究者にのみ制限していた，現在は文部科学省の科学研究費補助
金の交付を受けていることが条件である，といった情報がある．しかしながら，この点
について筆者は，印刷物としてこれを確認できるものを入手できなかったため，複数の
研究者他からの情報としてのみ記す．統計の開示に関する基本的な考え方や方法につい
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ては，松田 他（2000）に解説がある．
26 利用環境の急速な改善は望めないかもしれないが，ミクロ統計を扱える研究者を増やす
という面からも，目的外利用による個票を使った研究を増やしていくべきであろう．

27 言い換えれば，全数調査である国勢調査や税務統計といった調査の個票が貸出されて論
文となっている例が皆無であるということである．

28 サンプリング法に関しては，鈴木・高橋（1998）や佐井（2001）に解説がある．
29 民間の統計としては財団法人家計経済研究所による『消費生活に関するパネル調査』が
行われており，その成果には，樋口・岩田（1999）などがある．
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A Survey on the Use of Official Micro Data for Economic Analyses in Japan

Mototsugu Fukushige
(Graduate School of Economics, Osaka University)

This paper surveys the use of official micro data for economic analyses in Japan. It
covers 69 academic papers containing analysis on official micro data before 1998 when the
Grant-in-Aid for Scientific Research on Priority Areas (Ministry of Education, Science,
Sports and Culture) was launched to explore the potential use of official micro data in
Japan. According to the survey, major fields of research using micro data were labor
analysis and households’ consumption and savings. Research is classified into 4 groups
in terms of applied statistical methods or models: on demand tabulation, linear models,
nonlinear models and identification of the distribution pattern according to the necessity
of the micro data in each research. Although researchers of some national universities are
more likely to appear as users of official microdata, they are not always exclusive users.
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